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立科町下水道ストックマネジメント計画（第 2 期） 

 

立科町 

策定 令和８年３月 

 

 

①  ストックマネジメント実施の基本方針 

 

立科町特定環境保全公共下水道事業は、平成４年度に事業着手し、その後、平成

１３年度、平成２０年度、平成２９年度、令和５年度に事業計画区域を拡大し、現

在１１３ｈａを事業計画区域としている。 

管渠整備については、令和５年度末において、事業計画区域面積１１３ｈａを完

了（整備率１００％）している。 

管路施設においては、３０年を超過している幹線管路割合が約４２％（約１８６

７ｍ）であり、今後２０年で標準耐用年数を超過する状況である。処理場、ポンプ

場においても、日常点検や定期点検等を適宜実施してきているが、長期使用の結

果、消耗、腐食による劣化、老朽化、陳腐化が進行している。 

すべての下水道施設においては代替施設が存在しないため、施設の不具合・異常

が発生した場合、機能停止による町民生活への支障、汚水流出等による環境被害、

管路破損等による道路陥没等のリスクを抱えている。 

このことから、施設を将来にわたり適切な管理を維持管理と効率的かつ効果的な

改築・更新の実施に向けて、施設の管理区分、維持管理方針及び点検調査頻度、改

築の判断基準、施設の目標耐用年数の設定、改築実施計画について定めたものであ

る。 

   

 

【状態監視保全】… 

 

 

※ 状態監視保全は、「設備の劣化状況や動作状況の確認を行い、その状態に応

じて対策を行う管理方法」をいう。 

 

【時間計画保全】… 

 

 

※ 時間計画保全は、「施設・設備の特性に応じて予め定めた周期（目標耐用年

数等）により対策を行う管理方法」をいう。 

 

 

【事後保全】 … 

 

※ 事後保全は、「施設・設備の異状の兆候（機能低下等）や故障の発生後に対

策を行う管理方法」をいう。 

 処理機能への影響度等が高く、劣化状況の把握・不具合発生時

期の予測が可能な施設に適用する。 

 処理機能への影響度等が高く、劣化状況の把握が困難な施設に

適用する。 

 処理機能への影響度等が低い施設を対象とする。 
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② 施設の管理区分の設定 

１）状態監視保全施設 

 

【管路施設】 

※）点検により異常が確認された場合は、調査を実施する。 

 

【処理場・ポンプ場施設】 ※ 貯留施設等を含む 

 

２）時間計画保全施設 

 

【管路施設】 

 

【処理場・ポンプ場施設】（電気設備） 

施設名称 目標耐用年数 備 考 

受変電設備 標準耐用年数の 1.5 倍程度  

自家発電設備 標準耐用年数の 1.5 倍程度  

制御電源及び計装用電

源設備 
標準耐用年数の 1.5 倍程度  

負荷設備 標準耐用年数の 1.5 倍程度  

計測設備 標準耐用年数の 1.5 倍程度  

監視制御設備 標準耐用年数の 1.5 倍程度  

施設名称 点検・調査頻度 改築の判断基準 備 考 

管きょ・マンホール 

マンホール蓋 

概ね 1 回/5 年の頻度で

点検を実施。 

点検で以上が発見され

た場合は調査を実施。 

緊急度Ⅰ及びⅡで改築

を実施。 
腐食環境下 

管きょ・マンホール 

マンホール蓋 

概ね 1 回/10 年の頻度

で点検を実施。（※） 

緊急度Ⅰ及びⅡで改築

を実施。 
上記以外 

施設名称 点検・調査頻度 改築の判断基準 備 考 

スクリーンかす設備 

反応タンク設備 

概ね 1 回/7 年の頻度で

調査。 

健全度 2 以下で改築を

実施。 
 

最終沈殿池設備 

濃縮槽汚泥掻寄機 

概ね 1 回/7 年の頻度

で、水抜き調査により

点検実施。 

健全度 2 以下で改築を

実施。 
 

施設名称 目標耐用年数 備 考 

管きょ（圧送管） 標準耐用年数の 1.5 倍程度（75 年）  
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３）主要な施設の管理区分を事後保全とする場合の理由 

 

【管きょ施設】… 

取付け管公共桝 

 

 

③ 改築実施計画 

１）計画期間 

 

２）個別施設の改築計画 

【管路施設】 

 

 

【処理場・ポンプ場施設】 

（消費税 10％含む） 

 

④ ストックマネジメントの導入によるコスト縮減効果 

不具合が発生した場合、流下機能への影響が小さいため、事後保

全とする。 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 

処理区・ 

排水区 

の名称 

合流・ 

汚水・ 

雨水の別 

対象施設 
布設 

年度 

供用 

年数 

対象延長 

（ｍ） 

概算費用 

(百万円) 
備考 

－ － － － － － － － 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 

処理場・ 

ポンプ場

等 

の名称 

合流・ 

汚水・ 

雨水の別 

対象施設 
設置 

年度 

供用 

年数 
施設能力 

概算費用 

(百万円) 
備考 

立科浄化 

管理セン

ター 

汚水 

建築機

械・電気

設備 

1997 29  63.7 

空調換気 

照明設備 

消化災害

防止 

〃 汚水 ＯＤ 
1997 

～2000 
29～26  344.9 

機械・電

気 

〃 汚水 
最終沈殿

池・用水 

1997 

～2000 
29～26  223.6 

機械・電

気 

〃 汚水 
受変電 

設備 
1997 29  35.9  

〃 汚水 
自家発電

設備 
1997 29  68.4  

〃 汚水 
水処理電

気監視 
1997 29  34.0  

〃 汚水 
汚泥処理

電気監視 
1997 29  18.3  

立科処理区

マンホール

ポンプ 
汚水 電気設備 

1997 

～2000 
29～26  44.4 

負荷・計

測・監視

制御 

合計      788.8  

        

令和 ８ 年度   ～   令和 １２ 年度 
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概ねのコスト縮減額 試算の対象時期 

処理場 41 百万円/年 概ね 50 年 

管路   5 百万円/年 概ね 100 年 

計   46 百万円/年 － 


